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地域を基盤としたソーシャルワークにおける 
予防活動枠組みの構築

―対人支援理論の活用を含めて―

木　戸　宜　子

Construction of the Preventive Practice Framework 
in the Community Based Social Work 

―Including the Applicability of the Personal 
Support Approaches―

Noriko Kido

Abstract: Based on  the preventive  concept of  the public health,  I  examined a  theoretical 

framework of preventive practice in the community based social work and investigated issues on the 

implementation in this study.  The theoretical framework assumes “purpose and result” and “method” 

as axis and takes the interaction of those factors.  And then, considered positioning of the social work 

theory approaches  in  the framework and examined the applicability  to preventive practices.   As a 

result,  the necessity of  the comprehensive framework for evaluation was provided as the issues on 

the  implementation of preventive practices  in  the community based social work.    In addition,  the 

assessment of the social work theory approaches are applicable to the tertiary, the primary prevention.  

Education to apply approaches to grasp and predict for the state of clients changing, study to clarify 

target incipient group and indicators are necessary.
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要旨：本研究では、保健学・公衆衛生学領域の予防概念をもとに、地域を基盤としたソーシャ

ルワークにおける予防活動の理論的枠組みを検討し、実施上の課題を探った。理論的枠組み

は、目的・成果と方法を軸とし、それらの要素の相互作用を捉えるものである。その枠組み

においてソーシャルワーク理論アプローチの位置づけを考察し、予防活動への適用性を検討

した。その結果、地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動実施上の課題として、

総合的な評価枠組み構築の必要性が示された。またソーシャルワーク理論アプローチのアセ

スメント視点は、第三次、第一次予防レベルにおいても適用性が高い。それらをクライエン

トの状態変化の把握や予測に活用するための方法論教育、また対象予備群、徴候などを明確

にしていく研究が必要である。
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１．研 究 目 的

　福祉ニーズが増大、複雑化している今日、介護予防や虐待防止、孤立予防、自殺予防など、

早期にニーズをキャッチし対応する予防的活動が注目されてきている。また地域における包括

的ケアシステムの展開が 2006 年から開始されている中で、対応として多側面からの連携協働

体制を重視した、地域を基盤としたソーシャルワークの展開が求められてきている1。しかし

ながら対人支援理論として活用されているソーシャルワーク理論アプローチの活用のあり方

は、人々の抱えているニーズや課題に焦点をあてるという特性上、起こっている問題への対応

にとどまっている。地域を基盤としたソーシャルワークにおいて予防的機能を発揮し、さらに

強化するためには、今日の日本の福祉実践状況を見据え、さらなる応用化を図る必要があるの

ではないか。それには予防活動とソーシャルワーク理論アプローチの連動性、またミクロから

メゾ、マクロにおける視野の拡大及び焦点化などについて検討し、理論の活用性を高める必要

がある。

　そこで本研究では、保健学・公衆衛生学領域で構築されてきた予防概念をもとに、地域を基

盤としたソーシャルワークにおける予防活動について、その理論的枠組みを検討し、実施、ま

た展開する上での課題を探る。またその枠組みにおけるソーシャルワーク理論アプローチの位

置づけを考察し、予防活動への適用性を検討することを目的とする。

２．第二次予防中心のソーシャルワーク理論アプローチ

　予防概念として一般的によく用いられている G. カプランの枠組みに注目し、取り上げる2。

地域レベルでの問題発生の減少をめざすことを第一次予防、発生した問題に対する早期発見・

早期介入を図ることを第二次予防、介入後の機能維持や生活維持を図ることを第三次予防と定

義する。

　地域における予防的支援の展開に向けた対人支援理論の活用性、適用性を高めるには、対人

支援に用いられているソーシャルワーク理論アプローチの適用範囲を精査する必要がある。こ

れらの諸アプローチやモデルが予防概念枠組みのどのレベルに位置づけられるかについて考察

することで、適用上の課題や必要性について示すことができると考える。

　ソーシャルワーク理論アプローチから、社会福祉士の養成テキストなどによく取り上げられ

ている 10 アプローチを取り上げ、それぞれの特性から読み取れる支援の時期や対応期間、ね

らいや効果について予防概念枠組みに照らし合わせてみる。

　伝統的な心理社会的アプローチなど、長期的なアプローチの活用は、第二次予防の段階での

問題対応に始まり、第三次予防にかかる中長期にわたる継続的支援の意味があるといえる。ま

た危機介入アプローチなど、短期的なアプローチは、アプローチの歴史的発展過程上、多くの

ニーズに効果的に対応するために開発が進んできたものである。それは第二次予防の初期の段

階で早期介入を図り、問題状況の複雑化を防ぐ意味があるといえる。表に整理してみると、大

半が第二次予防レベル中心の対応であると考える3（表１）。
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　しかし、今日の地域を基盤にしたソーシャルワークにおける予防活動には、これらのアプロー

チの適用だけでは不十分であり、予防活動の理論的枠組みの再構築、そしてソーシャルワーク

理論アプローチの予防的支援への応用性を高める必要がある。

３．研究方法と視点

　本研究では文献研究を行い、地域を基盤にしたソーシャルワークにおける予防活動の理論的

枠組みを検討する。研究の視点として、予防概念枠組み（G. カプラン）、ジェネリックソーシャ

ルワーク、システムアプローチに注目する。

　地域を基盤にソーシャルワークの予防的機能について考えるには、問題が起こらないように

する未然の防止策だけではない総合的なアプローチが求められる。ミクロからメゾ、マクロま

でを視野に含め、問題への早期介入から地域の体制づくりが必要である。そこで包括的視点を

もつジェネリックソーシャルワーク理論に注目する4。

　地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防的機能については、地域福祉の領域で検討

されてきた経緯がある。活動のねらいや対象範囲について、予防概念枠組みとの共通性が高い5。

今後は個別支援にも焦点をあてた応用性を検討する必要がある。また予防のよびかけをするこ

とが、社会においてそれを防がなければならないという特定のイメージをつくってしまうこと

があるため、倫理的な観点からも個人と社会との関係性に十分に目を向けなければならない6。

それにはジェネリックソーシャルワーク理論が欠かせない。

　その上で地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動という、新たな成果を求め、

新たな活動を意図するためにはシステムアプローチの考え方が重要となる。システムとは相互

作用しあう要素の集合であり、一つの要素に変化を与えれば全体に変化を及ぼすものである。

ソーシャルワーク実践の要素間の相互作用により、事象や状況の新たな展開や意味づけをもた

らすものと考えられる7。

表１　予防概念枠組みにおけるソーシャルワーク理論アプローチの位置づけ

予防レベル
アプローチ

第一次予防 第二次予防 第三次予防

エコロジカルアプローチ

心理社会的アプローチ

問題解決アプローチ

役割理論アプローチ

コミュニケーション理論
アプローチ

課題中心アプローチ

ナラティブアプローチ

機能的アプローチ

行動療法的アプローチ

危機介入アプローチ



― 8 ―

　ソーシャルワーク研究においては、研究対象の規模や、研究目的と結果との関連性において

予防レベルが移行していくことが明らかにされている8、9。実践においても同様の移行状況が

あると考えると、その様相をできるだけ明確に言語化するために、システムアプローチの考え

方を用いて、予防活動の要素再編を図り、枠組みの再構築を試みる。

　なお文献研究にあたっては、参考文献、引用文献の扱いについては日本社会福祉学会研究倫

理指針、および日本社会事業大学研究倫理規範に基づいて研究を行った。

４．地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の理論的枠組みの検討

　まず予防概念枠組み、ジェネリックソーシャルワーク理論に焦点をあて、地域を基盤とした

ソーシャルワークにおける予防活動の理論的枠組みに含まれる要素を検討する。

（１）予防活動のプロセス

　予防活動の大きな要素として、予防活動のプロセスに注目する。一般的に予防レベルは第一

次、第二次、第三次の順で説明されるが、理論的枠組みとしては第二次、第三次、第一次の展

開として捉えることにする。G. カプランの予防概念枠組みでは、必ずしも第一次予防が開始

段階であると意味してはいない。問題や危機的状況が生じると、まずは第二次予防の早期発見・

早期対応につながるとされる。また予防活動全体の循環性、波及性をふまえると、第三次予防

は問題対応後の悪化防止だけではなく、介入成果を集約し、次の第一次に向けて活かす方策を

構築していくプロセスと捉えられる。

　そこでソーシャルワーク実践が予防活動のプロセスとどう連動するのかについて、実践活動

を取り上げた論文から確認する。ソーシャルワーカーがかかわる予防活動の領域は広がってき

ているが、ここでは「孤立予防」「退院計画」の２つを取り上げる。これらは対象となる人々

への対応が遅れると、個人の問題状況が深刻化するだけではなく、組織や地域体制の問題につ

ながることが予測されるために、組織や地域などメゾレベルに及び対応がとられている点に注

目した。このような対応範囲については、G.カプランの予防概念枠組み、ジェネリックソーシャ

ルワーク理論においても考慮されており、予防活動のプロセスを検討するのに必要と考えた。

その上で実践活動の予防レベルが確認できる論文を抽出した。

　①　孤立予防のプロセス

　「孤立予防」をキーワードとして CiNii による論文検索を行ったところ、7 論文がヒットし

た10。そのうち高齢者の孤立予防に関するもの２論文から、活動内容を 8 項目に整理し、どの

予防レベルに合致するのかを分析した（表２）11。それによると予防レベルの第二次から第三次、

そして第一次へと連動して展開していくプロセスを読み取ることができる。

　②　退院計画のプロセス

　「退院計画」「ソーシャルワーク」をキーワードとしてCiNii による文献検索を行った12。キー

ワードの選択については、予防活動を考える上では体制に関わる意味が含まれている必要があ

ると考え、ソーシャルワークの活動のみに焦点をあてた「退院援助」や「退院支援」ではな
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く、「退院計画」と「ソーシャルワーク」とした。ヒットした５論文のうち予防活動に関連す

るもの２論文から、活動内容を 12 項目に整理し、予防のどのレベルに合致するのかを分析し

た（表３）13。それによるとこちらも予防レベルの第二次から第三次、そして第一次へと連動

して展開していくプロセスを読み取ることができる。

　どちらのソーシャルワークの活動も、予防概念枠組み上の問題発生の認識から始まって、予

防レベルの第二次、第三次、第一次へと展開すると説明できる。これを、地域を基盤としたソー

シャルワーク実践における予防活動のプロセスと考える。

　またどちらの活動の成果も、当初の支援対象の範囲を超えて広い範囲に及んでいる。孤立予

防は孤立状況にある高齢者などの個別対応を行うが、その成果については地域の見守り体制な

ど地域全体にまで影響する。退院計画も患者家族の個別問題に対応していた病院ソーシャル

ワークが、メゾレベルの組織や地域における保健医療体制にまで影響する。このように実践活

動の目的と成果とは、ひとつの目的に対してひとつの成果がうまれるというだけではなく、循

表２　孤立予防

予防レベル
アプローチ

第二次予防 第三次予防 第一次予防

  1. 問題解決、 生活課題対応 ○

  2. サロン活動 ○ ○ ○

  3. 社会資源開拓 ○ ○

  4. ネットワーク
　　 組織化、 連携体制

○ ○

  5. 担い手 ・協力者の養成 ○

  6. 相談体制 ○

  7. アウトリーチ、 個別訪問 ○

  8. 見守り活動、 安否確認 ○

表３　退院計画・ソーシャルワーク

予防レベル
活動内容

第二次予防 第三次予防 第一次予防

  1. 問題のアセスメント ○

  2. 援助計画と援助 ○

  3. 経済的問題の解決 ○

  4. 退院後の方向付け ○

  5. 転院に伴う援助 ○

  6. 社会復帰に伴う援助 ○

  7. 患者家族の主体形成 ○ ○

  8. フォローアップ ○

  9. チーム形成 ○ ○

10. 受療援助 ○

11. 対象患者のスクリーニング ○

12. 社会生活背景調査 ○
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環的に波及していくものと捉えられる。

（２）予防活動の目的・成果と方法

　次に予防活動の大きな要素として「目的・成果」と「方法」に注目し、理論的枠組みの軸の

構成を検討する。

　ヘルスプロモーションは、第一次予防を中心に体系化されている。そこで用いられる理論は、

予防の目的を説明する理論と対応方法に関する理論の２つに分かれる14。ソーシャルワーク理

論アプローチも同様に、支援目的やねらいの説明に用いる場合と、支援や介入の方法として用

いる場合がある。そこで理論的枠組みにおいても「目的」と「方法」を２つの側面から捉える

と、要素間の相互作用を具体的に示すことができると考える。

　特に「目的」については、活動の成果と強く相互に関連する要素である。予防概念枠組みを

ふまえると、予防レベルの目的に応じた成果が表われる。予防活動のプランニングは、どのよ

うな成果を求めるかによって活動の目的が定まる。予防活動の評価は、目的に対してどれだけ

の成果をあったかが捉えられる。このように目的と成果とは密接な関係にあるため、「目的・

成果」として位置づける（表４）。

　「目的・成果」には、予防の目的を明確にするための要素として、予防活動のプロセスが含

まれると考える。問題発生時・問題対応後・問題が起こる前、という時間軸で表わされる。ま

たソーシャルワーク理論モデルとして代表的な治療・生活・ストレングスの３つのモデルは、

ソーシャルワーク実践の目的や対応のあり方を表わしていると考えられる。治療モデルを問題

発生時の治療・介入的な対応、生活モデルを問題対応後の生活の維持継続のための対応、スト

レングスモデルを問題が起こる前の人や環境がもつ力を強化する対応、と捉えると、この時間

軸にも対応すると考える。

　「方法」には、アプローチの対象範囲を明確にするための要素として、ジェネリックソーシャ

ルワークを元にミクロ・メゾ・マクロという単位を含めることができると考える。また今日の

社会福祉情勢における実践形態を考慮すると、専門的集中的対応・定期的対応・開発的対応と

して示すことができると考える。

表４　地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の理論的枠組み

方法

目的 ・成果

第二次　対応 ・介入
　専門的集中的対応
　ミクロ

第三次　フォローアップ
　定期的対応
　メゾ

第一次　啓発 ・体制づくり
　開発的対応
　メゾ・マクロ

第二次 問題解決 ・改善
　問題発生時
　治療モデル

第三次 問題の悪化防止
　問題対応後
　生活モデル

第一次 問題発生の減少
　問題が起こる前
　ストレングスモデル
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５．地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の要素の相互作用

　地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の理論的枠組みをもとに、要素間の相

互作用を分析し、実施上の課題を探る。

（１）予防活動の目的・成果と方法の相互作用

　地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の目的・成果、方法に含まれる内容を

表５に整理した。各セルには、各予防レベルの目的・成果の内容と方法の内容それぞれを示し、

矢印でその相互作用があることを表わした。

　表によると、予防活動の目的・成果や方法は予防レベルごとにひとつだけではなく、複数読

み取ることができる。各予防レベルにおける要素間の相互作用について、予防活動の目的・成

果からみた方法、また予防活動の方法からみた目的・成果を、ミクロ、メゾ、メゾ・マクロの

単位でみていく。

　まず予防の目的・成果から「方法」を捉える。

　・ ミクロレベルでは、問題解決や改善のためのアウトリーチや介入、問題悪化防止のための

モニタリングやニーズキャッチ、また問題発生防止に向けた状況把握のためのスクリーニ

ングやアセスメントがある。

　・ メゾレベルでは、問題改善状況を維持・確認するための安否・安全確認やモニタリングが

ある。問題の悪化防止体制としてサービス提供、ケアマネジメント、予防ケアなどがある。

また問題発生前状況の維持・強化のために、見守り、経過観察やリスクマネジメントがある。

　・ メゾ・マクロレベルでは、問題に取り組む力を活用するための小地域活動やサロン活動な

どがある。悪化防止力の維持・継続のためのネットワークや組織化、福祉教育などの対応

がある。また問題発生減少の体制を構築、推進するために啓発や教育、開発、福祉計画、

エンパワメントなどの対応がある。

表５　地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の要素の相互作用

方法

目的 ・成果

第二次　対応 ・介入
　専門的集中的対応
　ミクロ（個別）

第三次　フォローアップ
　定期的対応
　メゾ（集団・組織）

第一次　啓発 ・体制づくり
　開発的対応
　メゾ・マクロ（地域社会）

第二次 問題解決 ・改善
　問題発生時
　治療モデル

ミクロレベル

の問題

解決・改善

アウトリーチ・

介入

メゾレベルの

問題改善状況の

維持・確認

安否・安全確認・

モニタリング

メゾ・マクロレベル

の問題にとりくむ

力の活用

小地域活動・

サロン活動

第三次 問題の悪化防止
　問題対応後
　生活モデル

ミクロレベル

の問題悪化

防止

モニタリング・

ニーズキャッチ

メゾレベルの

問題悪化防止

体制

サービス提供・

ケアマネジメント・

予防ケア

メゾ・マクロレベル

の問題悪化防止

力の維持・継続

ネットワーク・

組織化・

福祉教育

第一次 問題発生の減少
　問題が起こる前
　ストレングスモデル

ミクロレベル

の問題発生

防止状況

の把握

スクリーニング・

アセスメント

メゾレベルの

問題発生前

状況の維持・

強化

見守り・

経過観察・

リスクマネジメント

メゾ・マクロレベル

の問題発生減少

の体制構築・推進

啓発・教育・

開発・福祉計画・

エンパワメント
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　次に予防活動の方法から「目的・成果」を捉える。

　・ ミクロレベルの問題については、アウトリーチや介入によって解決・改善を図る。モニタ

リングやニーズキャッチによって悪化防止を図る。またスクリーニングやアセスメントに

よって問題発生防止のための状況把握を進める。

　・ メゾレベルの問題については、安否・安全確認やモニタリングによって問題改善状況の維

持・確認を図る。サービス提供やケアマネジメント、予防ケアによって悪化防止体制をつ

くる。また見守り、経過観察やリスクマネジメントによって、問題発生前状況の維持・強

化を図る。

　・ メゾ・マクロレベルの問題については、小地域活動やサロン活動によって問題に取り組む

力を活用する。ネットワークや組織化、福祉教育などの対応によって、問題悪化防止力の

維持・継続を図る。また啓発や教育、開発、福祉計画、エンパワメントなどの対応によっ

て、問題発生減少の体制を構築、推進する。

　予防の目的を達成するために、様々な方法がとられる。また様々な予防活動方法によって、

成果の獲得が図られる。このように予防活動の目的・成果と方法とは、循環的波及的に展開す

るといえる。

（２）予防活動の範囲および成果の拡大

　地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の展開、波及性について、システムア

プローチの観点から考察する。

　予防活動はそれぞれの予防レベルの範囲にとどまらず、ニーズや必要性に応じて、また時間

の経過によって拡大する。対応方法の種類は問題対応から支援、エンパワメントへと広がる。

また問題の事後的対応から、地域社会における予防体制やシステムとしてあらかじめ構築する

ことへと時間軸を循環していく。

　その成果については、予防レベルを超えて表われる。第二次予防レベルでの問題解決の支援

成果が、第三次予防レベルでの悪化防止策をあみ出し、悪化防止策が第一次予防レベルでの問

題発生減少のための体制や計画策定を促す。また個別のニーズへの対応成果が、同様のニーズ

をもつ人々・集団への対応方法をうみ出し、対応する組織や地域社会の力を活用することを促

す。

　このように地域を基盤としたソーシャルワークにおいて、予防活動とその成果は一つの予防

レベルにとどまらず、ひとつの活動の成果が次の活動方法につながり、新たな成果が含まれて

いる可能性があるといえる。

（３）地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の課題

　従来の予防活動のように、予防レベルを段階的に進行し、予防活動の目的・成果と方法を一

元的に捉えていた場合には、それぞれの予防レベルにおける成果が明確になるような目的の設

定と活動の方法がうみ出されてきたといえる（表５の太枠部分）。

　地域を基盤としたソーシャルワークにおいて、潜在的なニーズや今後予測される問題への予
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防的対応を考えると、ひとつの目的に対する明確な成果を求めるだけでは不十分である。また

予防活動の方法も多様なものを開発し、取り入れていくことが必要になる。

　地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の課題としては、その効果性を明確に

することが課題である。事業や活動ごとの成果を評価するだけでは不十分であり、予防体制や

システム全体を視野に含め、総合的に評価をしてかなければならない。特にこれまでのソーシャ

ルワーク実践において、問題解決に目を向け、その成果を重視してきたところでは予防効果の

実感をもちにくく、成果を示すことが難しいという現状がある。今後は、地域を基盤としソー

シャルワークにおける予防活動の評価枠組みを構築することが課題といえる。

６．ソーシャルワーク理論アプローチの予防的支援に向けた応用性の検討

　ソーシャルワーク理論の諸アプローチが、第二次予防のみならず第三次、第一次予防レベル

においても活用されなければ、地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防成果をあげる

ことは難しい。地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動には、ニーズや必要性、

時間の経過に応じた対応方法の拡大、また予防レベルを超えて生じる成果があることをふまえ、

諸アプローチの応用性について検討する。

　第二次予防を中心に用いられてきた諸アプローチには、問題対応を要するクライエントや環

境のアセスメント、状況理解について特に利点がある。介入前のクライエントや環境の悪化し

ている状態、介入後の改善されたよい状態像について明確に示すことが可能である。この利点

を第三次予防レベルのモニタリングや、第一次予防レベルの見守り支援体制に活かすことを考

える。

　人々の地域生活に焦点をあてれば、クライエントや環境の状態は一定、固定的なものではな

く随時変化するものである。日々の状態を継続的に把握するために、諸アプローチのアセスメ

ント視点が活用可能である。モニタリングや見守り支援において、現在の状態が支援開始当初

に比べてよいか、悪いか、どの程度か、また通常の状態を維持しているか、変化しているかな

どの評価に適用する。また状態予測にも活用可能である。特に悪化しそうな状態像や徴候など

について、周囲の関係者等にあらかじめ示し、地域において配慮や声かけを必要とする対象者

群や予備群、その把握の方策や体制づくりに役立てていく。

　今後はクライエントや環境の状態変化の把握や予測に活用するための方法論教育、また対象

群や予備群、徴候などを明確にしていく研究が求められる。

７．結論

　本研究では保健学・公衆衛生学領域で構築されてきた予防概念をもとに、地域を基盤とした

ソーシャルワークにおける予防活動の理論的枠組みを検討した。その結果、予防活動の範囲や

成果は、ニーズや時間の経過に応じて拡大していくことが明らかになった。今後、予防活動を

実施していくには、個別支援から予防体制やシステム全体を視野に含めた総合的な評価枠組み
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を構築していくことが課題である。

　また地域を基盤としたソーシャルワークにおける予防活動の理論的枠組みにおいて、ソー

シャルワーク理論アプローチの応用性についても検討した。第二次予防に用いられてきた、問

題状況についての詳細なアセスメント視点は、第三次、第一次予防レベルにおいても適用性が

高い。諸アプローチをクライエントや環境についての状況変化の把握、予測に応用する教育が

必要である。

　本研究で検討してきた理論的枠組みは、今日の予防活動の現状に基づくものであり、比較的

予測可能な問題への対応を示しているといわざるをえない。理論的根拠や実践実態についてさ

らなる把握に努め、理論的枠組みの精緻化を図る必要がある。今後は潜在化している問題への

早期対応、徴候の把握、そして将来的な予測・予防的対応などについてさらに研究を進めてい

きたい。
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